外国建設会社代理店の認可

1991年公共事業大臣規則第50号PRT（1991年2月7日）

公共事業大臣は、

a. 国内での操業を希望する外国建設会社代理店の認可を規定した1985年公共大臣令第502号を本大臣規則の基礎とする。

b. 外国建設会社の存在は、国内建設会社の可能性増進に対する恩恵が最大限になるよう、より効果的な方法で処理、管理、監督されなければならない。

c. 副項目bの意味するところに従い、国内で操業する外国建設会社の認可に関する規則の充実を図らなければならない。

d. 以上は全て大臣規則として規定されるものとする。

を考慮し、

1. 改訂増補済み1934年事業規則令（1938年法令集第86号）

2. 貿易分野で営業する外国企業活動の停止に関する1977年政府規則第36号

3. 省庁の組織原理に関する1974年大統領令第44号

4. 省庁の組織構成に関する1984年大統領令第15号

5. 第五次開発内閣の組閣に関する1988年大統領令第64号M

6. 建設業の認可規定の実施に関する1988年公共事業大臣令第139号KPTS（1988年2月29日）

に鑑み、

外国建設会社代理店の認可に関する公共事業大臣規則を規定する。

ことを決定する。

第1章

一般規定

第1条

本大臣規則で述べる用語の定義は次の通りである。

a. 大臣とは、公共事業大臣を指す。

b. 外国建設会社とは、外国法に基づいて設立された法人で、その本拠地が外国にあり、建設コンサルタント、建築請負を含む建設業を営むものを指す。

c. 外国建設会社代理店とは、一社、あるいは複数の建設会社によってインドネシア代理店に指定された外国籍のインドネシア事務所で、当該外国建設会社の国内における営業全てに責任を負うものを指す。

d. 合弁事業とは、一社、あるいは複数社の外国建設会社と国内建設会社の間で、限られた期間内に、一つ、あるいは複数のプロジェクトを実行するために行われる事業を指し、インドネシア法に準ずる新しい法人組織を指すものではない。

当該外国建設会社が、外国資本投資法の枠内で既に国内に合弁企業を設立し、プロジェクトを実行している場合、当該合弁企業のインドネシア側参加企業との間に合弁事業関係を確立しなければならない。

e．建設サービスとは、その実現や利用が、秩序だった建設や環境のみならず、利用者である社会の利益および安全に影響を及ぼすインフラおよび／あるいは物理的施設の建設に関するサービスを指す。
第2条

(1) 国内での営業を希望する外国建設会社は、国内に代理店を設置しなければならない。

(2) 国内での代理店設置には大臣の許可が必要である。

(3) 外国建設会社代理店に対する許可は、全ての必要条件を満たしてはじめて取得することが出来る。

第3条

(1) 外国建設サービス会社は、合弁事業下でのみ国内でのプロジェクトに参加することができる。

(2) 合弁事業に参加する国内建設会社は、

· AKI（インドネシア建築・建設業者協会）／Gapensi（インドネシア建築業者協会）から、建設請負業者として、A認定を受けている会員であるか、もしくは、

· INKINDO（インドネシアコンサルタント国際協会）から、コンサルタントとしてA認定を受けている会員で、BINBANGKONSULINDOに登録していなければならない。

(3) 合弁事業会社は、外国援助によるプロジェクト、海外および国内資本による投資プロジェクト、民間プロジェクトを請け負うことができるが、参加方法は入札に限られる。

第4条

請け負った作業の実施上下請け会社が必要な場合は、国内の建設コンサルタント／建設請負業者を指名しなければならない。

第2章

許可および承認を付与する権限
第5条

外国建設会社代理店の認可、および合弁事業の承認は、大臣、あるいは政府代理の認可を受けた当局者によってのみ付与される。

第3章

認可申請の必要条件および手続き

第6条

(1) 外国建設会社代理店に対する認可の申請には、以下の書類が必要である。

a. 会社データ

b. 従業員データ

c. 業務内容明細

d. 当該企業の本社所在国におけるインドネシア政府を代表する在外公設機関、あるいは本社所在国の在インドネシア公設機関からの証明書

e. 当該海外企業からインドネシア代理店を指名する書類

f. 当該企業の納税者番号（NPWP）

g. 行政手続き費用の領収書

(2) 行政手続き費用の支払いに関する規定

a. 認可有効期間に対する行政手続き費用は、コンサルタント会社が5,000米ドル、建設請負会社が10,000米ドル相当の金額である。

b. (2)項のa.で意味する行政手続き費用は、政府銀行の国庫口座を通じて支払わなければならない。

第7条

(1) 第6条で意味する認可申請を行うには、大臣（この場合建設業界開発局局長）の配布する用紙を記入の上、大臣に提出しなければならない。

(2) 申請書および添付書類の確認後、

a. 大臣は、外国建設会社代理店への認証発行に換えて申請を承認する。

b. 考慮の結果によっては、大臣は申請却下の旨とその理由を示した書類によって申請を却下する。

第4章

権利と義務

第8条

(1) a. 外国建設会社は、建設サービス市場開拓を目的とし、個人、企業、政府施設、インドネシア企業との接触を行ってもよい。

b.外国建設会社は、第3条(3)項の意味するところに従い、合弁事業を通じて事前資格審査／入札に参加することができる。

(2) 外国建設会社には、以下が義務づけられている。

a. 全インドネシア法令への順守

b. 大臣、あるいは公認当局者に、年に一度事業活動報告書を提出すること

c. パートナーであるインドネシア建設コンサルタント、建設請負業者に対する知識移転の保証

d. 作業現場にインドネシア建設コンサルタント、建設請負業者の社名がはっきり分かる看板を設置すること

(3)
合弁事業には以下が義務づけられている。

a. 全インドネシア法令の順守

b. パートナーであるインドネシア建設コンサルタント、建設業者に対する知識移転の保証

c. 作業現場にインドネシア建設コンサルタント、建設請負業者の社名がはっきり分かる看板を設置すること

第5章

期間

第9条

外国建設会社に対する認可の有効期間は3年であり、第6条の意味するところに従って認可申請の上、更新できるものとする。

第10条

外国建設会社代理店に対する認可は、第9条の意味するところに従い、更新の申請が行われなければ失効するものとする。

第6章

制裁

第11条

外国建設会社、および／あるいはその代理店が、活動範囲を逸脱した場合、また、本大臣規則の規定に違反した場合には、認可の取り消し、あるいは有効法令に沿ったその他の行政処分の対象となる。
第7章

経過規定

第12条

(1) 本大臣規則の発布以前に取得された外国建設会社代理店に対する認可は、本大臣規則規定への順守を条件に、有効期限日まで有効であるものとする。
(2) (1)項の意味する認可を既に取得している外国建設会社については、その活動において、本大臣規則第8条に示された権利および義務を果たさなければならない。

第8章

結びの規定

第13条

本大臣規則の発布に伴い、外国建設会社の代理店認可に関する1985年公共事業大臣令第502号KPTSおよびその他規定で、本大臣規則と矛盾のあるものに関しては無効となることを宣言する。
第14条

本大臣規則で適切に扱われていない事項については、後に規定する。
第15条

本大臣規則は、制定日より発効するものとする。本大臣規則は、情報提供、適切な実施を目し、全ての関係者に広く周知されなければならない。
ジャカルタにて1991年2月7日に制定

公共事業大臣

署名済み

ラディナル・モーフタル（Radinal Moochtar）
